
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

'―`ユ
。 年度 事 業 報 告 書

′～

特定非営利活動法人 イ ノ ヅ ノて Й イア

1 事業の成果

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【    】千円)

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)
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された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

支盃
対象者
範囲
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事業費
(千円)
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書式第 13号 (法第 28条関係)

令和 5年度
事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が生登場合)
人 ス

単位 :円
喘 , 羅 ] 小 計・ 合 計

取

益

受

宿

食事提供
事業収益
事業収益

70,071,757
3,225,060

73,296,317

73.296.317

ll,469,268
35,350,180
8,362,104
5,912,750
4.640.769

65,735,071

10,213,148
2,550,808
918,136
2,400,557
1,107,508
3,236,139
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給料手当
家賃
水道光熱費
外注・労務費

消

車輌費
通信費
保険料
その他

75_948_21

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

75.948.211
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書式第 15号 (法第28条関係)

令和 5年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

法人 イクソス
単位 :円

百
~~~

金   輌 小計・ 合計
産 ) 青

"

現金預金
未収金
棚卸資産
未収消費税

3,412,173

122,038

3,534,211

3_534_211 3.534.211

344,888
344,888(1)有形固定責産

什器備品

(2)無形固定責産
ソフ トウェア

借地権

1,243,000

2,245,771

3,488,771(3)投資その他の資産
敷金
付
立
貸
積
期
険
長
保

.金

金

3_833_659 3_833

2

7,367,870 7,367,870【A】 資 産 合 計 ①+②

賃 の
~部

92,924
500,315
7,675,030

8=268,269

未払費用
預り金
短期借入金

8.268.269 3.208,

13,646,000
18,646,000長期借入金

退職給付引当金

18.646_13.646.(
26.914.126.914.209計 )+で藪

:研
~~雇~雨~~椰

-16.477.595正東研麗額
-3.068,804こ財産増減額
-19.546.11 1+

7,367,870【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】
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16

重要な会計方針

計算書類の作成は、

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固定資産の減価償却の方法

(3)引 当金の計上基準
・退職給付引当金

引当金

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
なし

(5)消費税等の会計処理

令和 5年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 イクソス山谷

によつています。

な し

定額方式

な し

な し

一般課税方式

(税込)

事業別はない2.事 業別損益の状況

事業部門計 管理部門 合計
事業 事業 事業

科 目
事業

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Π 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)その他経費
会議費
旅費交通費
施設等評価費用

減価償却費
印刷製本費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

算定方法内容 金額

な し

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の按分方法

核分なし

その他の事業に係る資産の状況

なし
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8

内容 期首残高
】
〓 期末残高 備考

な し

合計

科 目 取 得 減少 減価償却果計額

208,800 0

344,888

0

0

0

0

1,243,000

2,245,771

0

344,888

0

0

0

0

1,243,000

2,245,771

ｎ
ｖ

０^

Ｑ
υ

０^

２
）

●
４

０
ｖ

力
４

1,243,000

1,176,223 1,069,548
3.833,659 3,833,6592,972,911 1,069,548

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

保険積立金
合計

当期借入 当期返済 期末残高科 目 期首残高
7,000,000 3,110,000 18,646,00014,756,000

3,110,000 18,646,00014,756,000 7,000,000
長期借入金

合計

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

科 目
計算書類に計
上された金額

6,000,00011,469,268

11,469,268 6,000,000

7,675,030 7,675,030

7,675,030 7,675,030

(活動計算書)

給料手当

活動計算書計

(貸借対照表)

短期借入金

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 財産目録
事 業 報 告 用

ス

単位 :円
舎 ■ ′1ヽ ‖ 含 計

に LE● こ

現金預金
手元現金
多摩信用金庫普通預金

OO事業未収金
▲▲事業未収金
未収消費税

販売用寄附物品

1,950,806
1,461,367

3.412,173

122,038

122,038

0

3.534.211 3.534_211 3_534_211

車両運搬具
事業用車両

パソコン等

ソフトウェア
オペレーションシステム

文書編集ソフト

OO市事業所

OO銀行

0
344.883

344,888
344,888

0

0

0

1.243.000
1,243,000

3,433,′ ′1

2.245,771
2,245,771

0

吾 E舎 ,「 (2) ■■■■ ■■33 38■3

【A】 資 産 合 計 ①+② 7,367,870 7,367,870 7,367,870

LI
―‐1】 ■ 慣  の ヨ

未払金
未払費用 92,924

92,924

500,315
500,315

7.675,030
7,675,030

,卜  ・・・③ 8_268. 8.268. 3.208.

長期借入金
多摩信用金庫借入金
多摩信用金庫借入金
政策公庫
政策公庫

3,700,000
4,100,000
3,066,000
780,000
7.000.000

18,646,000

●槽合科
`こ

ゝ 18_546_000 18_546. 186`6

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 26.914.269 26.914,269 26.914,269

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 -19,546.399 ―19,546.399 -19,546,399

短期借入金

預り全

源泉徴収税

政策公庫
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書式第 18号 (法第 28条関係 )
事 業 報 告 用

年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

M
Ч

図

以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

⌒
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年  月  日
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年

年

月

月

日

日

理事・監事

年 月

月

日

日年

年

年

月

月
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日
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年

年

月   日

月   日

年
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書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係)
設立 口事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動
ヽ

ふ

氏   名
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